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～見えてきた米インフレ沈静化の道筋～

初めに

6月21日付け日本経済新聞は「設備投資回復 25%増」と言う記事を掲載しました。前回も、
日本の景気は好調ということをお話ししましたが、これもそのことを裏付けるデータです。一
方、米国では最近、原油や銅の価格が下落しています。これは、中間選挙が近づいてバイデン
米大統領がいよいよインフレ沈静化に本腰を入れてきたあかしとみています。今回は、日本の
設備投資と米国のインフレ対策についてお話しします。

設備投資は好調

冒頭の記事によれば、2022年度の設備投資の全産業計画額は前年比25％増える見通しで、
伸び率は1973年度以来の高水準とのことです。こうした設備投資好調の理由としては、半導体
や脱炭素を中心に需要が強いことや、新型コロナのために昨年度設備投資が計画通りに進んで
おらず、その遅れを取り戻す、といったこともあるようです。いずれにしても、日本経済の好
調を示すものであることは間違いないでしょう。

また、翌22日付けの日本経済新聞は「夏ボーナス 13.8%増」という記事も掲載しています。
今まではコロナのためボーナスも厳しかったと思いますが、これも景気にとって明るい材料で
す。米国では景気後退が懸念されていることに対し、日本の景気はまさに絶好調といった感じ
です。こうした報道からも、日本株優位はまだまだ続くと見ています。

勝負に出たバイデン氏

ここからは米中間選挙についてお話しします。もともと当レポートでは、バイデン大統領は
11月の中間選挙に間に合うようにインフレを沈静化させて来る、それも直前ではだめなので7
～9月のどこかが焦点になる、と見ていました。この見方は今も変わりません。実際、バイデ
ン氏も勝負に出たようです。ガソリン税の一時停止を議会に要請したことに続き、主要エネル
ギー各社に圧力をかけるべく会合を持つ予定になっています。

こうした中、WTIや銅の先物は6月22日時点で5月末に比べ7％安い水準に下落しています。
インフレ沈静化への道は簡単ではありませんが、それでもバイデン・パウエルコンビであれば
やり遂げてくれると期待しています。


